


 

 
 

表又は構成員が沖縄県内に本社を有する法人であること。この場合は代表する事業

者が応募を行い、代表する事業者は下記全て、その他構成員は下記(３)～(５)の要

件を満たすこと。 
（２）沖縄県内において、国、地方公共団体その他類似団体から、国際海上物流に関す

る業務（施設設計、集計業務を除く）を過去 10 年以内に受注し完了した者であるこ

と。 

（３）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しない法

人であること。 
  （注）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項 
     普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に当該入札に係る

契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者を参加させることができな 

い。 
（４）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更正手続開始の申し立てをした者

にあっては更正計画の認可がされていない者又は民事再生法（平成 11年法律第 225

号）に基づく再生手続開始の申し立てをした者にあっては再生計画の認可がなされ

ていない者ではないこと。 

（５）参加表明書等の提出期限の最終日から特定日までの期間において、那覇港管理組

合の入札参加資格（指名）停止がなされていないこと。 

（６）参加しようとする者の間に資本関係、人的関係又はその他の入札の適正さが阻害

されると認められる関係がないこと。 
（７）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。以下「暴

対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団又は暴対法第２条第６号に規定す

る暴力団員に該当する者でないこと及びこれらの者と密接な関係を有する者でな

いこと。 

（８）特定テーマが適正であること。 

（９）当該業務の見積額が契約限度額であること。 

（10）配置予定担当者等については、（２）に関する実績もしくは相当する実績を有す

る業務管理者及び担当者を配置（担当者は少なくとも 1 名配置）すること。 

（11）経営状況が著しく不健全であると認められないこと。 
 

３．企画提案書等の提出 
（１）質問の受付期間、提出場所、提出方法及び回答方法 

  ア 受付期間 

     公告の日～令和 8 年 8 月 14 日（金） １2 時 

  イ 提出場所 

    〒900-0035 沖縄県那覇市通堂町 2 番 1 号 

那覇港管理組合 企画建設部 みなと振興課 

電話 098-868-2582 

FAX 098-862-4233  

  ウ 提出方法 

質問票（様式１）を、持参、郵送（到着確認が可能な手段に限る）、ＦＡＸ又はメールによ



 

 
 

り提出 

（ＦＡＸ又はメールを利用する場合は、必ず担当者に電話で着信を確認すること。） 

  エ 回答方法 

令和 8 年 8 月 18 日（火）までに那覇港管理組合ホームページにて回答する。 

（２）応募申込書・企画提案書の受付期間、提出場所及び提出方法 

  ア 受付期間 

公告の日～令和 8 年 8 月 21 日（金） 12 時 

  イ 提出場所 

上記（１）イと同じ 

  ウ 提出方法  

持参又は郵送（到着確認が可能な手段に限る）により提出 

  エ その他 

詳細については、企画提案書等作成要領（別紙１）による 

 

４．ヒアリングについて 

（１）ヒアリング対象者の選定（第 1 次審査） 

ア 企画提案者が多い場合、別紙２の評価基準に基づく事務局審査により３社程度を選定

し、ヒアリング（第２次審査）を実施する。 

イ 対象者の選定結果は、企画提案者全員にすみやかに通知する。 

（２）ヒアリングの実施（第２次審査） 

  ア 実施場所 

    那覇港管理組合内会議室 

  イ 実施予定日 

    令和 8 年 9 月 1 日（火）を予定 

    注）実施日、時刻、詳細な場所、留意事項等は別途連絡する。 

状況によって書面審査に変更することがある。 

  ウ 出席者 

    配置予定の管理者及び担当者の中から３名以内。 

（３）その他 

ア ヒアリング時の追加資料は受理しない。 

イ ヒアリングにおいては、提出した企画提案書を基本に説明することとし、パソコンやプロ

ジェクター等の機器の使用は認めない。 

ウ Web 会議システム等を用いた遠隔説明は可能とする。その際、遠隔による説明者も出席

者に含める。 

 

５．委託予定業者の選定 

（１）委託予定業者の選定方法 

企画審査委員会（以下、「委員会」という。）による審査を経て、選定された企画提案

書の企画提案者を委託予定業者（優先交渉者）として選定する。 

（２）委員会における評価基準 

別紙２による 



 

 
 

（３）結果の通知 

選定結果は、ヒアリング対象者全員にすみやかに通知する。なお、選定結果通知後

の質問は受け付けない。 

（４）契約の締結 

委員会で選定された委託予定業者（優先交渉者）と締結する。 

但し、契約が整わない場合は、委員会において、次点の企画提案書を選定する。 

なお、その場合の選定結果は、当該企画提案書提出者のみに通知する。 

 

６．その他 

（１）契約書作成の要否  要 （契約書（案）を参照のこと） 

（２）契約手続において使用する言語及び通貨は日本語及び日本国通貨とする。 

（３）各期間の事務取扱については、沖縄県の休日を定める条例（平成 3 年沖縄県条例第１

５条）第１条に定める県の休日を除き、時間帯は 9：00～17：00 とする。 

（４）企画提案書の作成等に係る費用は、応募者の負担とする。 

（５）提出した企画提案書及び関係資料は返却しない。 

（６）提出された企画提案書等については公表しない。 

（７）契約に関する留意事項 

  ア 選定された事業者と随意契約による本委託業務に係る契約締結の手続を行う。そのた

め、必要に応じて、改めて仕様書を作成し、見積書の提出を求める。 

  イ アで作成する仕様書は、選定された企画提案書を尊重することを原則とするが、その内

容に限定されず変更もあり得るものとする。 

  ウ 提案内容を適切に反映した仕様書作成のために業務の具体的な実施方法について提

案を求めることがある。 

  エ 契約保証金は那覇港管理組合契約規則第 4 条第１項第 9 号により免除。 


